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社内マネジメントにおけるＩＴ活用の意義 
辻田昌弘（2001年 3月） 

 
１.企業のＩＴ導入の現況と問題点 

2000年度版通信白書によれば、民間企業
におけるＬＡＮの利用は 1999 年度で
90.3%と、初めて 90%を超えた。また、イ
ンターネットや電子メールもそれぞれ
88.6%、86.0%と急速に普及が進んでいる
（図表１）1。 
しかし、こうしたＩＴの導入がどの程度
ビジネスに効果をもたらしているのかにつ
いては、はなはだ怪しいものがある。日本
ガートナーグループが2000年2月に行った
調査によれば、「自社のシステムでもっとも
重要なものを選び、選択肢からビジネス上
の効果があったと思うものを選んでくださ
い（複数回答可）」という設問に対して、圧
倒的に選択率が高かったのは「事務処理の
迅速化」であった（図表２）2。 

 

情報化の主役がメインフレーム（大型汎用機）からＰＣをベースとしたダウンサイ
ジング、分散化、ネットワーク化の方向へと大きく転換した 1990年代初頭において、
日本企業は情報化投資で米国企業に大きく遅れをとってしまった3。図表①で見るよ
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図表１ 企業における通信網の利用動向 
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図表２ もっとも重要なシステムのビジネス効果 
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うに、日本企業も 1990年代後半に入ってからは急速にＩＴ導入を進めてきてはいる
ものの、その主たる効果が「事務処理の迅速化」だと言うのはかなり問題であると言
わざるをえない。ＩＴの導入で事務処理が迅速化するのは当たり前の話であって、Ｉ
Ｔ導入による効果として期待されるのは図表②の諸項目のうちでは「事務処理の迅速
化」以外の項目であったはずである。 
 

２.ビジネス・プロセス・リエンジニアリング 
 日本企業においてＩＴの導入がはかばかしい成果を上げていない原因を考えるう
えで、90年代初頭に米国企業を席巻した経営改革手法である「ビジネス・プロセス・
リエンジニアリング（ＢＰＲ）」に再度着目する必要がある。Ｍ・ハマー ＆ Ｊ・チ
ャンピーの『リエンジニアリング革命』は米国で 1993年に出版されたが、同書は情
報化の進展がもたらすパラダイム・シフトに対応するためには、顧客満足の最大化を
目標としてＩＴを活用しつつビジネスのプロセスそのものを抜本的に組み直さなけ
ればならないと説く4。終身雇用制を前提とする我が国では、ＢＰＲは結局のところ
人員削減の一手段に過ぎないという表層的かつ否定的な受け止められ方が大半であ
ったが、この手法が米国企業の復活に果たした役割を過小に評価するべきではないだ
ろう。米国企業がＩＴをいわば経営革新のドライバーとしてＢＰＲを積極的に推進し
てきたのに対し、日本企業の多くは既存のビジネス･プロセス（組織、人事制度、意
思決定システム等を含む）を基本的に温存したままで、その上にＩＴという「衣」を
かぶせているに過ぎない。それでは、ＩＴ導入の効果がせいぜい「事務処理の迅速化」
といった限定的なものにとどまってしまうのは当然の帰結である。 
 E.Brynjolfsson & L.Hittは、ＩＴ投資水準と分権化度合いを基準に米国企業を四
グループに分類し、それぞれのグループの生産性を比較したところ、ＩＴ投資が多く
分権化も進んだ企業の生産性はもっとも高かったが、ＩＴ投資は多いものの分権化の
進んでいない企業の生産性は四グループ中もっとも（ＩＴ投資も少なく分権化も進ん
でいない企業よりも！）低かったという分析結果を発表している5。彼らが指摘して
いるように、ＩＴ投資は、「新戦略・新企業プロセス・新組織など、他の補完的投資
と組み合わされる場合」において初めて、その企業の生産性向上に効果を発揮するの
であって、そうでない場合は逆に生産性の低下を招くことさえあるのである。 
 小渕政権の目玉プロジェクトとして設置された経済戦略会議が、この点について
「日本的システムの良い部分は残しつつも、機能低下に見舞われている旧来型システ
ムについては、日本経済が本来持っている基盤と潜在能力を前向きの形で生かせるよ
うな新しい仕組みとしてスピーディーに再構築することこそが求められている」6と
指摘したにもかかわらず、企業システムの「再構築」は到底「スピーディー」に進ん
でいるとは言い難い。そしてその原因は日本企業の色濃い特徴である「集団主義」に
ある。 
 

３.「集団主義」の呪縛 
堺屋太一が指摘するように、我が国では古来より島国・単一民族・稲作文化という
特殊性をベースとした「集団主義」が社会の根底に脈々と流れている7。しかし、情



 

©MASAHIRO TSUJITA 2000 All Rights Reserved 3 

報化・ネットワーク化の時代においては、情報受発信の基本単位が集団（＝組織）で
はなく個人となる。その端的な例がインターネットであり、電子メールにせよホーム
ページにせよ、「アドレス」という言葉に象徴されるように、「特定された個人」によ
る情報受発信がその基本となっている。それは会社あるいは部・課という組織の後ろ
に匿名の個人がいるという、従来の集団主義における個人のありかたとは根本的に異
なるものである。 
おそらく大半の企業において、社内の公文書は部や課といった組織単位の起案・発
議になるものであり、そこに実際の作成者が明記されることは一般的ではないであろ
う。一方、最近日本企業にも導入の進んでいる電子メールはいわば個人の「署名」入
りの文書であるが、これは部や課といった組織を情報受発信の基本単位とする企業で
は、あくまでも私文書の域を出ない。我が国の多くの企業において、電子メールがせ
いぜい電話の代わり程度の補完的な使われかたしかされていないのは、その背景に集
団主義があるからである。 
 

４.経営革新のドライバーとしてのＩＴ 
 情報の共有化、意思決定の迅速化、組織のフラット化、アジリティ（俊敏性）、知
識創造（ナレッジ・マネジメント）等々、ＩＴの導入と活用が企業経営にもたらすメ
リットについては、既に語り尽くされている感があり、本稿では紙幅の関係もあり個
別にその詳細を論じることはしない。肝心なことはＩＴをドライバーとして経営革新
を実行に移すことである。 
いわゆる「ＩＴ革命」の時代といわれる 1990年代（我が国にとっては「失われた

10年(Japan’s lost decade)」）は、同時に「工業化社会から知識社会への移行」とい
うパラダイム･シフトが進行した 10年でもあった。我が国は企業の経営形態、雇用形
態を規格品大量生産型の工業化社会に見事なまでに最適化させることを通じて高度
成長を謳歌してきたが、知識社会への移行に伴ってそのシステムが環境不適合を起こ
していることが、現下の日本経済低迷の根源にあることは論を待たない。 
知識社会という新しいパラダイムにおいては、個人の「知」こそが唯一の経営資源
となる。そして個人を結節点（ノード）とするネットワーク上でそれらの知を有機的
に結合させることによって「組織的知識創造」につなげていくのがいわゆる「ナレッ
ジ・マネジメント」であり、それこそが新しいパラダイムにおける企業のコア・コン
ピタンスの源泉となる。その意味で、個人の匿名性の高い集団主義は組織的知識創造
に適していないと言わざるを得ない。確かにこれまで慣れ親しんできた経営スタイル
や雇用慣行、それをベースとしてた成功体験を自ら否定するのは誰しも辛いものであ
る。しかし、我が国においてもいわゆる「市場メカニズム」が機能し始めた今日にお
いては、環境変化に自らを適合させられなければ市場からの退出を迫られることにも
なりかねない。それを回避するための第一歩は、理念的に言えば企業が「集団主義」
に決別して、個人の持つ多様な個性と能力、価値観を結び付けるネットワーク型の組
織を志向することから始まるのではないだろうか。 
川上（調達）系のＳＣＭ（サプライ・チェーン・マネジメント）、川下（販売）系
のＣＲＭ（カスタマー・リレーションシップ・マネジメント）などＩＴを活用した企
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業経営のバリューチェーンの再構築がブームである。しかし、イントラネットからエ
クストラネットへとネットワークがシームレス化してこそ意味があるとすれば、川上
系と川下系をつなぐリンク（環）である企業内部の経営革新が伴って初めてバリュー
チェーンの再構築は完成する。ＳＣＭ、ＣＲＭの導入が盛んに進められているにもか
かわらず、図表３－ において、「売上の増加」「利益の増加」という項目のスコアが
異常に低いということは、この「リンク」の部分の革新が進んでいないことに起因し
ているのではないだろうか。 
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